
   
 

 平成 29 年 10 月 25 日 
住宅局安心居住推進課 

 
住宅セーフティネット法に基づく「居住支援法人」への補助事業の募集を開始します！ 

 

 住宅セーフティネット法改正法が 10 月 25 日に施行され、「新たな住宅セーフティネッ

ト制度」が本格的に始まります。 

これにあわせて、国土交通省では、居住支援法人の活動に対する補助事業※の募集を開始

します。応募期限は、平成 30 年 1 月 15 日（月）（消印有効）です。 
 

※ 重層的住宅セーフティネット構築支援事業（住宅確保要配慮者居住支援法人が行う民間賃貸住宅等への入居の
円滑化に係る活動の支援に関する事業） 

 

1) 事業概要 

本年 4 月に公布された住宅セーフティネット法の改正法が 10 月 25 日に施行され、

高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登

録制度など、民間賃貸住宅や空き家を活用した「新たな住宅セーフティネット制度」が

本格的に始まります。 

本事業は、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居の円滑化に係る活動を行う住

宅確保要配慮者居住支援法人に対して、国がその活動に要する費用の一部を補助（補助

上限額 1,000 万円）するものです（「別紙」参照）。 

 

2) 応募書類の提出期間 

平成 29 年 10 月 25 日（水）～平成 30 年 1 月 15 日（月）（消印有効） 

 

3) 応募書類の提出方法 

  下記の担当部局まで、応募書類を郵送により提出 

   ※ 応募要件等の詳細については、応募要領をご覧ください。 

   ※ 応募要領・様式は、以下 URL より入手していただくか、【担当部局】まで 

お問い合わせください。 

   http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr7_000026.html 
     【担当部局】 

       〒100-8918 東京都千代田区霞が関二丁目一番三号 

国土交通省住宅局安心居住推進課 

TEL：03-5253–8111（内線 39864） FAX：03-5253-8140 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省住宅局安心居住推進課 課長補佐 横手、係長 新保 

TEL：03-5253-8111（内線 39833、39864）、03-5253-8952（直通）、FAX：03-5253-8140 

 



居住支援法人とは
・居住支援法人とは、住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人※として、都道府県が指定するもの

・都道府県は、住宅確保要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として、指定することが可能

※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第40条に規定する法人

● 居住支援法人に指定される法人
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人
（公益社団法人・財団法人を含む）

・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社 等

● 居住支援法人の行う業務
① 登録住宅の入居者への家賃債務保証
② 住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る

情報提供・相談
③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ ①～③に附帯する業務

都道府県知事

居住支援法人

支援

指定申請

【制度スキーム】

国

※応募要件など詳細については「応募要領」をご覧ください。

● 居住支援法人への支援措置
・居住支援法人が行う業務（上記①～④）に係る活動に対し支援（定額補助、補助限度額1,000万円）。
［Ｈ２９年度予算］重層的住宅セーフティネット構築支援事業（４．５億円）の内数

※応募要件など詳細については「応募要領」をご覧ください。

居住支援法人制度の概要

※ 居住支援法人は必ずしも①～④のすべての業務を行わな
ければならないものではない。

別紙



新たな住宅セーフティネット制度の枠組み

１．都道府県・市区町村による住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の
供給促進計画の策定 【法律】

・国の基本方針に基づき、供給目標、施策等を規定

・住宅確保要配慮者の範囲

- 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯、被災者世帯

- 低額所得世帯（収入分位25%以下） - その他外国人世帯等

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度

登録住宅の改修・入居への経済的支援

２．賃貸人が住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅として都道府
県・政令市・中核市に登録 【法律】 ※指定登録機関による登録も可能とする

① 登録住宅に対する改修費補助 【予算】

補助対象工事 バリアフリー工事、耐震改修工事、用途変更工事等

補助率 【補助金（制度の立上り期）の場合】：国１／３ （国の直接補助）
【交付金の場合】：国１／３＋地方１／３

（地方公共団体が実施する場合の間接補助）

入居者要件等 入居者収入及び家賃水準（特に補助金の場合）について一定要件あり

② (独)住宅金融支援機構による登録住宅に対する改修費融資等 【法律・予算】

・登録基準 - 耐震性能 - 一定の居住面積 等

※上記の供給促進計画により、登録基準の強化・緩和が可能

※共同居住型住宅（いわゆるシェアハウス）の面積等の基準を設定予定

１．登録住宅の改修に対する支援措置

３．都道府県等が登録住宅の情報開示・賃貸人の指導監督 【法律】
５．住宅確保要配慮者への家賃債務保証の円滑化

① 適正に家賃債務保証を行う業者について、情報提供を行うとと
もに、(独)住宅金融支援機構の保険引受けの対象に追加 【法律・予算】

・一定の要件を満たす家賃債務保証業者を国で登録（省令等で規定）

② 居住支援法人による家賃債務保証の実施 【法律】

２．低額所得者の入居負担軽減のための支援措置 【予算】

４．居住支援活動への支援措置等 【予算】

補助対象 ①家賃低廉化に要する費用 ②入居時の家賃債務保証料
（国費上限2万円／月・戸） （国費上限3万円／戸）

補助率 国１／２＋地方１／２ （地方が実施する場合の間接補助）

入居者要件等 入居者収入及び補助期間について一定要件あり

補助対象 居住支援協議会、居住支援法人の
活動支援 等

補助率 国定額 （国の直接補助）

住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援

１．都道府県による居住支援法人の指定 【法律】

・都道府県が家賃債務保証等の居住支援活動を行うNPO法人等を指定

２．居住支援法人等による登録住宅等の情報提供・入居相談 【法律】

※登録要件等 -社内規則等の整備、相談窓口設置 -契約時の重要事項説明・書面交付 ほか

３．生活保護受給者の住宅扶助費等について
賃貸人からの通知に基づき代理納付（※）の
要否を判断するための手続を創設 【法律】

※ 本来、生活保護受給者が賃貸人に支払うべき家賃等を、保護の実施機関
が賃貸人に直接支払うこと

（補助を受けた住宅は専用住宅化）

新たな住宅セーフティネット制度のイメージ

（専用の住宅として登録された住宅の場合）
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※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する
法律の一部を改正する法律（平成29年10月25日施行）


